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２０１７年４月から１０％に

引き上げる消費税。自公与党両党 

は「一部食品は８％のままで軽減だ」などと宣伝していま

す。しかし実際は一部を据え置くだけで、増税に変わりあ

りません。消費税１０％の増税分は、５兆４０００億円の

国民負担増。軽減税率で１兆円を軽減しても、１家族あた

り、年４万円以上の負担増に。一方、法人税は大幅引き下

げの方針です。まさに消費税は弱い者・中小零細事業者を

いじめる税制です。 

安倍政権は、日米など１２か国

の環太平洋連携協定交渉（TPP） 

について「大筋合意」し、国会にも説明しないまま、「TPP

関連対策大綱」を決定。協定締結へ突き進もうとしていま

す。アメリカの多国籍企業の利益のために農業はじめ国民

の食糧主権、経済主権を売りわたす正に亡国の協定であり、

とんでもありません。交渉を中止し、撤回することは、大

きな世論となっています。 

しかし、取手市議会は僅差ながらこれを否決しました。 

公立保育所を無償譲渡し、現

職議員の親族法人が運営する戸 

頭東保育園（小瀬福祉会）。児童虐待、不正経理等一連の不

祥事が表面化したのは今年２月でした。県の特別監査が行

われ小瀬福祉会は報告書を１０月１４日ようやく提出。黒

塗りだらけの資料の中で、勤務実態のない複数以上の職員

に給与・過払い（取手市からの補助含む）等、市政とのゆ

着やデタラメな運営などの一部が改めて明らかになりまし

た。調査を求める請願・陳情や党市議団の真相解明要求に

対し、市長と自民系・公明与党は調査すら拒否しています。 

「公立保育所へ戻せ」と日本共産党は再三求めましたが、

市は、来年４月から他の法人の運営とすることを決めまし

た。 

 意見 書,請願の賛否

議 員 党派

「平和安

全保障関

連法」の

廃止

消費税

１０％へ

の再増税

中止

環太平洋

連携協定
（ＴＰＰ）

交渉撤廃

戸頭東保

育園１００

条委員会

設置請願
(６月議会)

加増みつ子 共産党 ○ ○ ○ ○

遠山ちえ子 共産党 ○ ○ ○ ○

関戸　勇 共産党 ○ ○ ○ ○

鈴木　潔 共産党 ○ ○ ○ ○

小池えつ子 共産党 ○ ○ ○ ○

平　由子 民主党 ○ ○ ○ ×

山野井隆 民主党 ○ ○ ○ ×

池田　滋 ネット ○ ○ ○ ○

市村達明 維新 ○ ○ × ○

倉持光男 無所属 × × × ×

結城　繁 無所属 ○ ○ × ×

入江洋一 無所属 ○ ○ ○ ×

川又貞男 無所属 ○ × ○ ×

飯島悠介 無所属 ○ ○ ○ ○

石井めぐみ 無所属 ○ ○ ○ ×

齋藤久代 公明党 × × × ×

阿部洋子 公明党 × × × ×

染谷和博 公明党 × × × ×

落合信太郎 公明党 × × × ×

赤羽直一 無所属 × × × ×

佐藤　清 無所属 × × × ×

吉田　宏 無所属 × × × ×

金澤克仁 無所属 × × × 除※

渡部日出雄 無所属 × × × ×

岩澤　信 無所属 × × × ×

佐藤隆治 無所属
　　　　　　　　　　　　　　　※請願内容関係者は退席がルール

議　　　長

くらし・平和を守ることがとりわけ問われた 12 月市

議会が、11 日閉会しました。今議会は、安倍政権のもと

国民の焦眉の問題となっている戦争法や消費税増税につ

いて、市議会が市民の声を国に届ける役割を果たせるか

否かも問われる議会でもありました。 

その結果、今議会に提出された 

◆「平和安全保障関連法（戦争法）の廃止を求める国

への意見書」（日本共産党と他会派が共同提出、賛成

１４反対１１） 

◆「消費税１０％への再増税の中止を求める意見書」

（共産党が提出、賛成１３反対１２）が可決されま

した。「戦争法廃止の国への意見書」が議会で可決さ

れたのは県内で初めてです。 

 尚、「環太平洋連携協定（TPP）交渉撤廃を」は、１票

差（共産党と他会派の共同提出）で否決となりました。 

 市民合意のないマイナンバーなのに・・・ 
また、今議会では、国のマイナンバー制度の開始に伴

い、「取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例」の制定、ならびに同制度の導入に伴う税条例

等関連条例の一部改正（住所・氏名に加え、新たにマイ

ナンバーを書き込むことを定める）一部改正が審議され

ました。 

日本共産党は、マイナンバー制度は市民にとって「百

害あって一利なし」とし、同制度の中止を求め、関連す

る条例の制定ならびに改正に反対しました。 


